
高千穂中学校は、現在の立地場所が急傾斜特別警戒区域に囲まれ危険であること、また施設の老朽化が見られることなどから、新しい安全な場所への移転の必要性が求められていました。平成29年度から串

間市で「連携型中高一貫校」が設置されることをきっかけに、本地区でも既存施設の有効活用と地元高校への進学の機運醸成に向けた効果があると考えられ、同様の取組を検討する機会があり、高校敷地内へ

の併設の考えもありましたが、具体的に踏み込んだ話し合いにまでは至りませんでした。令和3年度に入り、改めて「連携型中高一貫校」について検討する中で、長年話題とされてきた高校施設内への中学校

移転も含めて検討しましたが、県立と町立という設置者の違いから生じる権限や管理上の問題や、串間市の「連携型中高一貫校」において、高校入学希望者の増加などの成果がみられない実態などから、町単

独での計画検討を進めることにしました。（資料③参照）。令和5年6月に公民館連絡協議会、観光協会や商工会など各種団体役員、学校教育関係者、ＰＴＡ役員等を招き、中学校移転に関する意見聴取会を

開催し、早期完成、危険箇所からの早期移転の要望や移転先について意見を頂きました。令和5年10月からは、自治公民館役員、町議会議員、ＰＴＡ役員、学校関係者等の20名で構成される高千穂中学校移転

新築検討委員会を設置し、高千穂高校併設を除く5つの移転先候補地の旧温泉跡地、高千穂小学校隣接、総合公園内、折原グラウンド、上野小中学校活用について協議が始まりました。その後、協議を重ね令

和6年2月26日に高千穂中学校移転新築検討委員会の委員長から町長に旧温泉跡地を候補地とする答申が提出されました。町では旧温泉跡地を候補地として令和6年4月から事業着手に向けての準備を進めてお

りましたが、協議、検討段階における調査不足や町民の皆様への丁寧な説明が不足しておりましたので、追加の調査やアンケート、住民説明会を実施することにいたしました。また、町としましては、高千穂

中学校移転新築検討委員会から出された答申、および下記に示された町の学校教育推進の基本方針に照らし、移転新築の方向で事業を進めたいと考えております。

これまでの経緯と町の考え

教育方針と中学校施設の考え方

財政状況

（アンケート問5-2 ①に関するところ）

（アンケート問5-2 ②に関するところ）

（アンケート問5-2 ⑩⑪⑫に関するところ）

財政負担（旧温泉跡地の場合）

資料①

町で準備しなければならない資金 ＜17億9,730万2千円＞
❶ これまでに貯めた基金を使う。
❷ その年の税収等の一般的な資金(一般財源)を使う。
❸ 借り入れをして、分割して支払っていく。

上記の３つの組合せと、現役世代の負担および将来世代の負担を考
え、最適な資金計画を立てます。

裏面に続きます P.1

国からの補助金

文部科学省や国土交通省の事業を活用します。建設費用財源として、第一に優先
されるものです。

基金や一般財源

基金や一般財源は、これまでの世代が貯めてきた預金や現役世代が負担する税金
等です。

借入金

借り入れをすると25年から30年をかけて返済していくこととなります。将来世代
の負担となるものです。

宮崎県内の市町村の起債関係の財政指標比較

年度末
借入残高
単位：千円

1人当たり
借入残高
単位：千円

実質公債費
比率

単位：％

将来負担
比率

単位：％

国が示す超えてはならない基準値→ 25% 350%

令和4年度 令和4年度 令和4年度 令和4年度

延岡市 54,689,691 299 7.8 2.7 

日南市 28,909,592 389 9.6 61.7 

日向市 31,012,242 355 11.0 30.4 

串間市 11,432,377 474 7.0 44.1 

国富町 8,322,925 265 10.4 73.5 

綾町 4,224,952 408 7.6 34.7 

木城町 2,880,254 479 3.3 -

川南町 5,788,340 235 8.2 -

都農町 5,716,281 385 7.7 -

門川町 7,425,417 279 6.2 -

高千穂町 6,475,094 352 6.2 -

日之影町 7,055,683 1,543 7.5 -

五ヶ瀬町 4,330,028 942 7.3 -

※中学校建設工事完成後は、
１人あたり借入残高：352千円/人 → 869千円/人
実質公債比率：6.2％ → 8.7％
将来負担比率：－ → 19.6

実質公債比率：役場の施設整備などの際に借り入れたお金を返済する予算の負担割合
将来負担比率：役場が将来に負担する借金などの割合

所見
○借入により負担割合は増えるが、国が示す超えてはならない基

準値以内ではあり、財政運営が困難になることはありません。但

し、このままでは他の事業に影響を及ぼす可能性があるため事業

成果の検証を踏まえた既存事業の見直しや、将来にわたって継続

性のある財源の確保を図る必要があります。
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本町では、「学校教育の充実」と「郷土愛を育む教育による、高千穂に貢献する人材の育成の推進」、「地域のつながりによる、魅力的なコミュニティづくりの推進」について、「高千穂町教育振興基本計

画」において基本施策を掲げ、本町ならではの教育を推進しています。特に、基本施策の「健やかな体を育む教育の推進」では、生活リズム適正化や学校給食の充実と食育の推進及び学校給食の有機食材化に、

「郷土教育の推進」では、小・中学校の地域学習にGIAHS認定の5つの基準を当てはめた「高千穂グローカル」を、「キャリア教育の推進」では、小・中学校での一貫したキャリア教育と学校・家庭・地域社会

等が一体となったキャリア教育の推進に取り組んでいます。また、「魅力ある多様な教育の振興・支援」では、学校規模の良さを生かした教育活動支援のため小・中学校の教育環境の整備と充実に、多様な教

育活動が展開できるよう小・中・高校教育の連携推進のため学校種間の連携・接続の推進に努めています。さらに、児童数の減少や地域の実情を鑑みながら、今後、将来的に検討が必要となる小学校の統廃合

と小学5年生からの英語科の取り組みや小学校3年生からの教科担任制の積極的導入などを背景に進む小中学校連携型の義務教育学校についても想定した施設であることが求められます。これらを踏まえ、施設

に求められる機能や性能等、学校施設の目指すべき姿を定めます。

（Ａ） （Ｂ） （Ｆ） （Ｇ）

一旦、町で準備しなければならない資金（Ｅ）

借入の内、交付税
で国から戻る金額

7億1,818万4千円
国からの補助金

5億7,985万4千円
基金や一般財源

18億7,242万円
借り入れ

一旦、町で準備しなければならない資金

総費用　31億7,045万8千円（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） 6億5,497万2千円

（Ｃ）

17億9,730万2千円

国費
24億5,227万4千円（Ｂ）＋（Ｃ）=（Ｅ）

国の財政措置 町費

最終的な町の負担



高千穂小学校隣接地の（※）は、生徒数に対する施設の広さや部活動における移動手段、
部活動時間の確保、社会体育施設の共用等の検討によっては不要となる場合がある。

P.2

資料①

高千穂中学校
建設位置

教育方針と考え方

例：連携の取りやすさ、

義務教育学校への移行の

しやすさ

敷地・特徴

（施設の考え方）

例：面積、既存施設の有

無、予想される学校施設

の配置 他

条件・リスク

例：中学校教育エリアの

確保、用地等の交渉、通

学路等の安全性 他

建設位置の評価

経済性・財政負担

例：建設に必要な事業費、

通学に係る費用、資金計

画 他

事業費等比較票 令和16年からクラスが減少しますが、交流や小グループ学習で活用し、余裕教室にならない施設計画で考えています。

中学校の生徒数・学級数の推移
3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 3・3・3 2・2・2 2・2・2 2・2・2 1・2・2 2・1・2 2・2・1 2・2・2

令3年 令4年 令5年 令6年 令7年 令8年 令9年 令10年 令11年 令12年 令13年 令14年 令15年 令16年 令17年 令18年 令19年 令20年 令21年 令22年

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

人数 250 232 241 238 262 252 229 255 255 267 245 223 216 187 171 150 132 126 126 138

人数

人数 29 27 22 26

人数 279 259 263 264 262 252 229 255 255 267 245 223 216 187 171 150 132 126 126 138

R6.12.1現在　出生数を反映した数値

一部想定数値と一部出生数を反映した数値（１年ごとに想定数値の学年が増となる）　想定数値は、R5年度出生数46人

全部想定数値

計

令7～19年

令20～21年

令22年

上 野 令和7年4月1日　高千穂中学校に統合

６クラス

中学校

学級数（1学年・2学年.3学年）

高千穂

向山（平成２０年４月１日）：岩戸（平成２７年４月１日）：田原（令和３年４月１日）　　高千穂中学校に統合

９クラス

アンケート問５-２

③④⑤に関する
ところ

建設位置
上野小中学校活用

⑥⑦⑧⑨に関する
ところ

旧温泉跡地に校舎、屋内運動場、屋外運動場
を新たに整備する。
ふれあい給食センターは移転後解体する。
旧温泉施設は解体する。
田原、上野地区はスクールバスの通学、岩戸地
区はふれあいバスの通学となる。

総合公園の隣接地に校舎を新たに整備する。
屋内運動場、屋外運動場は社会教育施設（武
道館、総合公園等）を一般利用者と共用する。
※都市公園内の建設は法律上困難
田原、上野地区はスクールバスの通学、岩戸地
区はふれあいバスの通学となる。

高千穂町学校の隣接地に校舎、屋内運動場、
屋外運動場を新たに整備する。
特別教室は、一部小学校の施設を共用する。
田原、上野地区はスクールバスの通学、岩戸地
区はふれあいバスの通学となる。

折原グラウンド内に校舎、屋内運動場を新た
に整備する。
屋外運動場は社会教育施設（折原グラウンド）
を一般利用者と共用する。
全地区のスクールバスの通学となる。

上野中学校の隣接地に校舎、屋内運動場を新
たに整備する。
教室は、一部小学校と施設を共用する。
上野地区を除く地区のスクールバスの通学と
なる。

事業費等調査

50,100,000 50,100,000 134,100,000 50,100,000 44,100,000

0 83,300,000 17,250,000 0

182,578,000 138,380,000 147,928,000 182,578,000 128,029,000

173,400,000 211,600,000 322,000,000 170,000,000 20,000,000

1,259,200,000 1,259,200,000 947,200,000 1,259,200,000 603,200,000

484,000,000 0 (※)390,000,000 484,000,000 484,000,000

210,000,000 0 (※)160,000,000 0 0

51,200,000 25,600,000 25,600,000 51,200,000 51,200,000

220,000,000 272,000,000 120,000,000 220,000,000 0

20,000,000 不可 20,000,000 20,000,000 0

519,980,000 58,000,000 0 14,000,000 183,920,000

3,170,458,000 2,098,180,000 2,284,078,000 2,451,078,000 1,514,449,000
約20年後に一部更新・改修
約40年後に大規模改修　（約8億）
約60年後に一部更新・改修　（約４億）
約80年後に建替え　（約16億）

約20年後に一部更新・改修
約40年後に大規模改修　（約６億）
約60年後に一部更新・改修　（約３億）
約80年後に建替え　（約１２億）

約20年後に一部更新・改修
約40年後に大規模改修　（約7億）
約60年後に一部更新・改修　（約4億）
約80年後に建替え　（約13億）
【小学校2014年建築】
【約29年後に大規模改修　（約７億）】
【約69年後建替え　（約13億）】

約20年後に一部更新・改修
約40年後に大規模改修　（約９億）
約60年後に一部更新・改修　（約４億）
約80年後に建替え　（約１７億）

約20年後に一部更新・改修
約40年後に大規模改修　（約5億）
約60年後に一部更新・改修　（約2億）
約80年後に建替え　（約10億）
【小学校2007年建築】
【約22年後に大規模改修　（約4億）】
【約62年後建替え　（約9億）】

通学調査

〈各自〉三田井押方向山方面（0）円
〈スクールバス〉田原上野方面（13,794,000）円
〈ふれあいﾊﾞｽ〉岩戸方面（1,666,000）円

年間運行経費（15,460,000）円

〈各自〉三田井押方向山方面（0）円
〈スクールバス〉田原上野方面（13,794,000）円
〈ふれあいﾊﾞｽ〉岩戸方面（1,666,000）円

年間運行経費（15,460,000）円

〈各自〉三田井押方向山方面（0）円
〈スクールバス〉田原上野方面（13,794,000）円
〈ふれあいﾊﾞｽ〉岩戸方面（1,666,000）円

年間運行経費（15,460,000）円

〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉三田井向山方面（30,000,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉押方方面（10,800,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉田原上野方面（15,000,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉岩戸方面（15,000,000）円

年間運行経費（70,800,000）円

〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉三田井向山方面（30,000,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉押方方面（10,800,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉田原上野方面（15,000,000）円
〈ｽｸｰﾙﾊﾞｽ〉岩戸方面（15,000,000）円

年間運行経費（70,800,000）円

財源内訳

718,184,000 176,884,000 433,550,000 176,884,000 47,550,000

2,452,274,000 1,921,296,000 1,850,528,000 2,274,194,000 1,466,899,000

評価

・義務教育学校への移行が可能
・町有地で安全な土地
・敷地に余裕がある
・従来の通学方法でよい
・病院が近くにある
・通年でプールの授業ができる
・通学路の歩道が整備されている
・部活動が学校施設内で出来る
・事業スケジュールへの影響が少ない

・体育館とグラウンドの整備が不要
・従来の通学方法でよい
・社会体育施設があり共用できる

・義務教育学校への移行が容易
・従来の通学方法でよい
・小中学校の連携がとれる
・町の中心部にある
・小学校の特別教室を共用できる
・学校奉仕作業など協力ができる(合同実施）
・生徒が通学路を熟知している
・事業費を抑えることができる

・グラウンドの整備が不要
・社会体育施設があり、共用できる
・町有地である
・事業スケジュールへの影響が少ない

・既存施設が活用できる
・学校体育館用に社会体育施設上野体育館を
建て替えることができる
・小中学校の連携がとれる
・学校奉仕作業など協力ができる(合同実施）
・事業費を抑えられる

・町の中心部から遠い
・賑わいや拠点施設との関連が薄い
・事業費が高い
・旧温泉施設解体および、ふれあい給食セン
ター解体と移転が必要
・交通量の多い国道の横断（歩道橋の検討）
・温水プールの大規模改修が必要

・義務教育学校への移行が困難
・都市公園内の建設は不可
・高盛土部につき工事費用に不確定要素が多
い
・敷地が狭い
・教職員住宅が建てられない
・学校と公園敷地の区別が必要
・アクセスが悪い
・交通量の多い国道の横断（歩道橋の検討）
・町の中心部から少し離れている
・用地取得と補償が必要（交渉がある）
・交渉の状況によってはスケジュールに影響
を与える

・職員用駐車スペースが狭い
・敷地に余裕がない
・アクセスが悪い
・用地取得が必要（交渉がある）
・義務教育学校になるまでは小中学校の連携
が高千穂小だけ強くなる可能性がある
・遺跡調査が必要
・交渉や遺跡調査の状況によってはスケ
ジュールに影響を与える

・義務教育学校への移行が困難
・スクールバスの維持が困難（費用、運転手）
・高盛土部につき工事費用に不確定要素が多
い
・町の中心部から遠い
・生徒の休日部活動の移動等負担が大きい
・交通量の多い国道の横断（歩道橋の検討）
・目的外使用となり補助金の返還がある

・義務教育学校への移行は小学校が困難
・スクールバスの維持が困難（費用、運転手）
・町の中心部から遠い
・生徒の休日部活動の移動等負担が大きい
・小中学校の連携が上野小だけ強くなる可能
性がある
・教室規模を大きくしなくてはいけない
・給食調理室の改修が必要
・国道交差点の視環境が悪い

国庫補助金

町で準備する資金

通学方法と費用

全体事業費（令和7年3月時点）

今後の改修・建替え時期と費用

その他関連施設費

基本設計、実施設計、工事監理

敷地造成費

校舎建設費

屋内運動場建設費

屋外運動場整備費

部室・体育倉庫・屋外トイレ整備費

外構・駐車場整備費

教職員住宅

用地取得費・補償費

調査費（耐力度調査、用地、埋蔵文化財）

⑩⑪⑫に関する
ところ

メリット

デメリット

旧温泉跡地 総合公園隣接地（サブグラウンド付近） 高千穂小学校隣接地（体育館付近） 折原グラウンド

施設の考え方


